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＜育児・介護休業法等の改正案について＞ 

厚生労働省は、少子化に歯止めをかけるための対策として、育児・介護休業法及び雇用保険法の改正案を作成し、２００９年６月

２４日、法案が参院本会議で全会一致で可決、成立しました。今月号では、改正案の概要について解説します。 

 
 

①短時間勤務制度の義務化 
３歳までの子を養育する労働者について、短時間勤務制度（１日６時間以下）を設けることを 

事業主の義務とする。 

②所定外労働の免除の義務化 ３歳までの子を養育する労働者から請求があったときの所定外労働の免除について制度化する。 

③子の看護休暇の拡充 小学校就学前の子が１人であれば年５日、２人以上であれば年１０日とする。 

④パパ・ママ育休プラス（仮称） 

 の導入 

両親ともに育児休業を取得する場合に、育児休業を取得できる期間を、子が１歳２か月に達するまで 

に延長（現行は１歳に達するまで）し、これに併せて雇用保険の育児休業給付についても改正する。 

（ただし、父母がそれぞれ取得できる休業期間の上限は現行と同じ1年間です）          

⑤出産後８週間以内の父親の 

育児休業取得の促進 

妻の出産後８週間以内に父親が育児休業を取得した場合、特例として、育児休業の再度の取得を認める。 

（理由がなくても２度目の取得が可能） 

⑥労使協定による専業主婦 

（夫）除外規定の廃止 

労使協定により、専業主婦の夫などを育児休業の対象外にできるという法律の規定を廃止し、 

すべての父親が必要に応じ育児休業を取得できるようにする。 

⑦介護のための短期の休暇 

制度の創設 

要介護状態にある家族の通院の付き添い等に対応するため、介護のための短期の休暇制度を設ける。 

（年５日、対象者が２人以上であれば年１０日） 

⑧紛争解決の援助および調停の 

しくみ等の創設 

育児休業の取得等に伴う苦情・紛争について、都道府県労働局長による紛争解決の援助および 

紛争調整委員会による調停制度を設ける。 

⑨公表制度および過料の創設 
勧告に従わない場合の公表制度や、報告を求めた際に虚偽の報告をした者等に対する過料 

（２０万円以下）を設ける。 

※実施日については、公布の日から１年（①、②、⑦の規定は、100 人以下の企業については３年）以内の政令で定める日とされて 

います。 

 

※詳細につきましては、当事務所までご連絡ください。 

改正案の概要 

改正後の育児・介護休業制度のイメージ 

 
  

  

現行の育児休業制度 改正後の育児休業制度 

現行の介護休業制度 改正後の介護休業制度 

介護休業（対象家族１人につき 93 日まで） 

勤務時間短縮等の措置（介護休業とあわせて93日まで） 

介護休暇（家族 1人につき年 5日まで、年 10 日上限） 

子の看護休暇（年 5日まで） 子の看護休暇（子 1人につき年 5日まで、年 10 日上限） 

法定時間外労働の制限、深夜業の免除 

育児休業  

出生 1 歳 3 歳   出生 1 歳 就学 3 歳 就学 

育児休業   パパ・ママ育休プラス 

勤務時間短縮等の措置 
（次の①～⑦の内、いずれかが義務） 

①勤務時間の短縮 

②所定外労働の免除 

③フレックスタイム 

④始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ 

⑤託児施設の設置運営 

⑥⑤に準ずる便宜の供与 

⑦育児休業に準ずる制度 

勤務時間短縮等の措置（介護休業とあわせて 93 日まで） 

介護休業（対象家族１人につき 93 日まで） 

法定時間外労働の制限、深夜業の免除 

 
 
 
    
 

勤務時間の短縮措置（義務化） 

所定外労働時間の免除（義務化） 

                           

 

 
 
 

③フレックスタイム 

④始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ 

⑤託児施設の設置運営 

⑥⑤に準ずる便宜の供与 

⑦育児休業に準ずる制度 

努力義務 
努力義務 

原則 １歳まで 

保育所に入所できない等一定の場合は１歳半まで 

労 務 情 報 

牧山労務管理事務所 


